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２．センターの各種業務について 

（１） センターの開設 

 

【図１】災害時のボランティアと活動のタイミング（日本赤十字社 P19） 
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【図２】：災害時の対応の流れ（島根県 Ｐ７） 
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【図３】：拠点の立ち上げとボランティア受け入れの方針づくり（横浜 Ｐ２） 
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左：【図４】 西湘地区災害ボランティアセンター配置図 

（西湘地区行政センター・小田原災害ボランティアネットワーク） 

右：【図５】 災害救援ボランティアセンターの設置（島根県 Ｐ19） 
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【図６】広域災害時のボランティアセンター間の連携イメージ（総務省 P22） 
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【図７】災害救援ボランティアセンターの組織体制（島根県 Ｐ16～18） 
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（２）情報収集・発信 

【図８】 災害ボランティアセンターのチラシ 
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【図９】 災害ボランティア支援本部等の資機材（大和市） 

生涯学習センター（災害ボランティア支援本部） 
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（３）ボランティアコーディネート 

①ボランティアの受け入れ 

 

 

【図１０】 問い合わせ対応（石川県 P28、29） 
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②ニーズの収集 

 

【図１１】 想定されるボランティアニーズ例（多治見市 P21） 
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③ボランティアコーディネート 

 

【図１２】 ボランティア受付・紹介（横浜 Ｐ４） 
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【図１３】 ボランティアの 1 日の活動フロー（多治見市 P22） 
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【図１４】 ボランティアの 1 日の活動フロー（高知県 P17） 
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（４）ボランティアの安全・衛生管理 

①ボランティア活動前の事前対策 

 

【図１５】新潟県災害救援ボランティア本部ＨＰより抜粋（地震災害・氷雪災害を想定） 

作成主体：新潟県災害救援ボランティア本部、平成 16 年 11 月・平成 17 年 1 月作成 

 

 

 

■【重要】過敏性肺炎に注意しましょう(04.11.15 16:10) 

新潟県・新潟県医師会から家屋の復旧・撤去作業をする方・ボランティアの方に過敏性肺炎に対する警告が

発表されています。ボランティアに行く方は以下を読み注意して作業するようにしてください。 

１．過敏性肺炎とは 

・カビなどの粉塵(ほこり)の吸入によって起こります。症状は悪寒・発熱・全身倦怠感、筋肉痛、咳、痰、

呼吸困難など、かぜ様症状が現れます。 

２．注意することは 

カビが生えているような環境での作業、後片付けなどで、ほこりが舞うような作業を行う場合は、以下の事

項に注意してください。 

 １．マスクを着用し、作業をしてください。 

 ２．十分に換気をしながら作業をしてください。特に密閉された空間での作業は適宜外へ出るなどしてく

ださい。 

 ３．作業終了後 4～6 時間後に上記症状があらわれた場合は、速やかに医療機関に受診してください。 

 ４．アレルギー体質などの方は、無理しない範囲で作業を行いましょう。 

   また体力が落ちている時・疲労時は作業を行わないようにしましょう。 

■【重要】除雪ボランティアをする際はヘルメットの着用を(05.01.14) 

中越地方での連日の大雪により、雪かきや雪下ろしなど、除雪ボランティアをすることが多くなってきてお

ります。 

屋根に上って雪下ろしをする際は、落下の危険があります。また、軒下などでの除雪作業においても、屋

根の上の雪が落ちてくる可能性があり、雨が降って雪が重たくなっているため、特に危険な状態となってい

ます。 

除雪は危険を伴う作業です。新潟県内の方々は、雪かきや雪下ろしをする際には必ずヘルメットを着用す

る習慣があります。除雪に出かけられるボランティアの方は、必ずヘルメットを着用するようにしてくださ

い。 

http://www.nponiigata.jp/jishin/archives/cat_10ueeoeeaeeie.html
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【図１６】岩手県災害ボランティア活動マニュアルより抜粋（大規模災害を想定） 

作成主体：岩手県、平成 12 年３月作成 
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②ボランティア活動開始前のオリエンテーションによる対応 

 

【図１７】巡回作業に関する資料 

社会福祉協議会による災害時のボランティア活動支援マニュアル作成に関する指針より抜粋 

（大規模災害を想定）、作成主体：島根県社会福祉協議会・島根県ボランティア活動振興センター、平

成 14 年３月作成 
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【図１８】安全管理に関する資料 

■社会福祉協議会による災害時のボランティア活動支援マニュアル作成に関する指針より抜粋 

（大規模災害を想定）、作成主体：島根県社会福祉協議会・島根県ボランティア活動振興センター、平

成 14 年３月作成 
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【図１９】健康チェックカードの例 

ボランティアによる除灰作業マニュアル Ver2 より抜粋（火山災害を想定） 

作成主体：洙田靖夫氏（日本予防医学リスクマネジメント学会・評議員）、平成 12 年 8 月作成 

 

健康チェックカード 
氏名  

住所  

電話番号  

緊急時連絡先  

年齢  

ふだんの血圧 / 

心臓病 ある   ・   ない 

治っていないケガ ある   ・   ない 

その他の病気 ある（             ）・ない 

血液型 Ａ ・ Ｂ ・ ＡＢ ・ Ｏ 

・除灰作業の重労働に従事される方の健康状態のチェックにご利用いただけます。 

・高血圧の方、心臓病の方、その他病気の方々は、重労働の作業をお断りすることもございますが、なにとぞご了承下さいませ。 

・治っていないケガがある場合は、泥水に傷口が触れて化膿するなどの可能性がありますので、医師、看護婦、保健婦に相談して

ください。重労働の作業をお断りすることもございますが、なにとぞご了承下さいませ。この場合、軽作業をお願いすることがあります。

・作業を行う際、自分の周りの方がぐったりしていたり、へたりこんでいたりしていないか、お互いに注意しましょう。 

・健康チェックで異常がない方でも、作業中、身体の不調がございましたら、直ちに作業を中止し、周りの者に声をかけて下さい。 

・何か、異常やトラブルなどがありましたら、直ちに作業チームのリーダーに報告してください。 
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【図２０】主要な専門機関への連絡先 

災害ボランティアコーディネーターハンドブックより抜粋（地震災害を想定） 

 作成主体：横浜災害ボランティアネットワーク、平成 12 年９月作成 
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③ボランティア活動保険の加入 

 

【図２１】 ボランティア保険に関する参考資料（島根県 P34） 
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【図２２】ボランティア保険の紹介 

災害ボランティアコーディネーターハンドブックより抜粋（地震災害を想定） 

 作成主体：横浜災害ボランティアネットワーク、平成 12 年９月作成 
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（５）ヒト・モノ・カネの確保 

①人材の確保 

 

【図２３】 専門ボランティアの例示（多治見市 P11） 
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【図２４】専門ボランティアの問い合わせ先 

災害ボランティアコーディネーターハンドブックより抜粋（地震災害を想定） 

 作成主体：横浜災害ボランティアネットワーク、平成 12 年９月作成 
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②物資の確保 

 

【図２５】 必要資器材のチェック（横浜 P３） 
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【図２６】 救援本部等での備品（石川県 P34） 
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③資金の確保 

問２－１ 災害ボランティアセンターの「初動時の立ち上げ資金」について、調

達先と調達金額をお答えください（複数回答）。 

 

【図２７】 災害ボランティアセンターの設置・運営に使われた資金総額 

 

 災害の規模や種類にもよるが、センターの運営・設置には 50 万円以上の資金を使ったとの回

答が多い。 １０００万円以上の資金を使ったセンターは、三条市災害ボランティアセンター、

豊岡市水害災害ボランティアセンター、福井市災害ボランティアセンター、新居浜市社協災害

災害ボランティアセンターの４センターとなっている。 
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【図２８】 災害ボランティアセンターの設置・運営に使われた資金総計 

（左：台風、右：豪雨、下：地震） 

 

 

 台風によって設置されたセンターの７割程度は、300 万円以下の資金で設置・運営がされて

いる。一方、集中豪雨によって設置されたセンターの内、４センターでは 1000 万円以上の資金

を使っており、災害によって資金額に違いがあると言える。 
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【図２９】 災害ボランティアセンターの設置時に使われた資金額 

 

 

 センターの設置時には、１８のセンターで資金を使っていない。ほとんど 300 万以下の金額

となっている。 
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【図３０】 災害ボランティアセンターの設置に使われた資金 （左：台風、右：豪雨、下：地震） 

 

 

 災害別に設置に使われた資金を比較したところ、台風によって設置されたセンターでは 300

万円以下の資金となっているが、豪雨、地震災害の場合は 300 万円以上の資金が使われている。 

n=9

4
0 0 0 0

4
1 0 0

0

10

20

30

40

0
円

1
〜

9
万

円

1

0
〜

4
9
万

円

5

0
〜

9
9
万

円

1

0
0
〜

2

9

9
万

円

3

0
0
〜

4

9

9
万

円

5

0
0
〜

9

9

9
万

円

1

0
0

0
万

円
以

上

無

回

答

・
不

明

(金額)

(センター数)

地震

n=8

2 0 2 1 1 1 0 0 1
0

10

20

30

40

0
円

1
〜

9
万

円

1

0
〜

4
9
万

円

5

0
〜

9
9
万

円

1

0

0
〜

2

9

9
万

円

3

0

0
〜

4

9

9
万

円

5

0

0
〜

9

9

9
万

円

1

0

0

0
万

円

以

上

無

回
答

・
不
明

(金額)

(センター数)

豪雨
n=36

12

5
10

2 4
0 0 0

3

0

10

20

30

40

0
円

1
〜

9
万

円

1

0
〜

4

9
万

円

5

0
〜

9

9
万

円

1

0

0
〜

2

9

9
万

円

3

0

0
〜

4

9

9
万

円

5

0

0
〜

9

9

9
万

円

1

0

0

0
万

円

以

上

無

回

答

・
不

明

(金額)

(センター数)

台風



 31

問２－２ 災害ボランティアセンターの「立ち上げ後の運営資金」について、調

達先と調達金額をお答えください（複数回答）。 

 

【図３１】 災害ボランティアセンターの運営時に使われた資金額 

 

 設置時にくらべて、「０円」の回答が少なくなっており、全体の７割程度のセンターで 50 万

円以上の資金を使っている。 
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【図３２】 災害ボランティアセンターの運営時に使われた資金額（左：台風、右：豪雨、下：地震） 

 

 災害別にセンターの運営資金を見たところ、台風災害は、300 万以下の活用が多く、豪雨・

地震では 100 万円以上かかっているセンターが多くなっている。 
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【図３３】 設置時の資金調達先 

 

【図３４】 運営時の資金調達先 

 

資金の調達先は、設置時は「市区町村社協の通常経費」が多く、運営時には「共同募金会の

助成金」を活用したセンターが多い。また、ボランティア基金を活用したセンターは設置時、

運営時ともに 10 程度しかない。 

 

 

 

n=470
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4

8

1

2

0

8
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市区町村社会福祉協議会のボランティア基金

市区町村社会福祉協議会の通常経費

都道府県社会福祉協議会のボランティア基金

都道府県社会福祉協議会のボランティア基金以外の費目

都道府県のボランティア基金

都道府県ボランティア基金以外の費目

市町村のボランティア基金

市町村のボランティア基金以外の費目

共同募金会の助成金

青年会議所など地域の団体からの寄付金

外部のボランティア団体が持参した資金

民間企業からの寄付金

その他

(回答数)
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市区町村社会福祉協議会のボランティア基金

市区町村社会福祉協議会の通常経費

都道府県社会福祉協議会のボランティア基金

都道府県社会福祉協議会のボランティア基金以外の費目

都道府県のボランティア基金

都道府県ボランティア基金以外の費目

市町村のボランティア基金

市町村のボランティア基金以外の費目

共同募金会の助成金

災害ボランティアセンターのボランティア基金

青年会議所など地域の団体からの寄付金

外部のボランティア団体が持参した資金

民間企業からの寄付金

その他

(回答数)



 34

（６）関係機関との連携 

問４－１ 災害ボランティアセンターが設置された市町村において、災害ボランティアセンター

の設置や災害ボランティアの受付・配分等を視野に入れて防災訓練を実施している例があれば、

連携して訓練している主体名とその概要をお答えください（自由記載） 

 

【図３５】 ボランティアセンターの設置等を防災訓練で実施しているセンター 

 

 行政とボランティアセンターの平時からの連携について、災害ボランティアセンターの設置

等を防災訓練で実施しているセンター（市町村）は１割程度しかなく、ほとんどが無回答であ

った。 

 

以下、自由記載の内容をまとめた。 

・福井県が実施する総合防災訓練に際して、民間１５団体で構成する「福井県災害ボランティ

アセンター連絡会」で災害ボランティアセンターの立ち上げ及び運営に関する訓練を実施し

ている。 

・ボランティアセンター設置訓練というものはあるが、具体性がなく、名目だけの訓練。NPO

法人コミュニティ飛騨の参画で、「DIG」が昨年度、実施された。 

・災害ボランティアセンターの役割と機能、センター受付模擬練習 

・毎年行われる市の防災訓れにおいて、日赤奉仕団による炊き出し訓練がメニューに組み込ま

れているが災害ボラセン設置やボランティア受付などの訓練はない。 

・毎年地震災害を想定して、関係機関と合同で訓練しているが、ボランティアセンター設置を

視野に入れての訓練はされていない。 

n=60

実施している
7
12%

実施していな
い
8
13%

無回答
45
75%
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・地震を想定して年に 2 回 

・次（の災害）への備えとして、市においては、1999 年（平成 11 年）6 月 29 日の広島県西部

豪雨水害の際に、救援活動を目的として設置した「水害ボランティアセンター」の活動終了・

解散後、有志が集まり、中心とした今後の災害に対応するため民間ボランティア団体「災害

ボランティアセンター「大きな和」」を設立している。災害ボランティアセンター「大きな和」

会員は、各個人が得意とする分野・仕事において能力を高めるよう努力をしており、「大きな

和」の組織としても東海豪雨水害や鳥取県西部地震、高地県西部豪雨水害、岐阜県水害、熊

本県水俣水害、新潟県三条・中之島水害、愛媛県新居浜水害、岡山県玉野水害、兵庫県豊岡

水害、新潟県中越地震に会員を派遣するなど活動（災害ボランティアセンター設立、運営ノ

ウハウの提供、被災地の地域性をコミュニティワークの展開）を展開している。また、一例

ではあるが、先の高知県豪雨水害の際、市内のボランティアを中心としたセンターと市社会

福祉協議会と市行政で研修を実施した。具体的には、芸予地震以降、設立した市行政の災害

基金を利用して大型バスを貸し切り、ボランティアを乗せて現地へ向かった（延べ 100 名）

これらの参加者についても災害ボランティアセンターの各セクションでリーダー的役割（核）

を担う力量を備えた人たちを選出している。 

 

 

問４－２ 防災を目的とした、自治体とボランティア団体等との連携の場（協議

会等）を設置されていますか。設置されている場合、その構成員と事務局とな

る主体をお答えください。 

 

【図３６】 防災を目的とした自治体とボランティア団体等との連携の場の設置の有無 

 

 協議会などの行政とボランティアの連携の場づくりは、８割のセンター（市町村）で行われ

ていない。 

n=60

無回答
6
10%

分からない
2
3%

していない
49
82%

している
3
5%
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以下、自由記載の内容をまとめた。 

・ 平成 17 年 1 月 23 日社会福祉協議会、日本赤十字社県支部、県ボランティア・ＮＰＯネッ

トワーク、市民活動応援団の４団体で「某県災害ボランティア協議会」設立。現在、参加

団体募集中。行政はオブザーバーとして参加予定 

・ 市役所と社会福祉協議会 

・ 市、市内のＮＰＯ法人、市外でボランティアセンター運営にかかわったＮＰＯ法人 

 

 

問４－１ 貴自治体の防災訓練において、災害時における災害ボランティアセンターの設置や災

害ボランティアの受付・配分等を視野に入れて実施している例があれば、その概要や連携して

いる主体の名称等をお答えください（自由記載）。 

 

【図３７】 行政とボランティアの平時からの連携について 

 

以下、訓練についての自由記載をまとめた。 

 

【表１】 行政とボランティアの平時からの連携一覧（自由記載の内容） 

都道府県 事例概要・連携団体名等 

青森県 
社会福祉法人青森社会福祉協議会が主体となり、青森県総合防災訓練において災害ボランテ

ィアセンターを設置し、災害ボランティア受付訓練を行った。 

岩手県 

岩手県が主催する防災訓練においては、県社会福祉協議会等を通じてボランティアセンター

を開設し、ボランティアの受け入れを行う訓練を実施している（連携主体：県社会福祉協議

会、地元社会福祉協議会、日赤県支部、地元 NPO 等） 

単位：都道府県数
n=47

回答あり
36
77%

回答なし
11
23%
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宮城県 平成 16 年 9 月 1 日実施 

秋田県 

県と県社会福祉協議会の共催で、「災害ボランティアコーディネーター養成研修」を実施。災

害ボランティアセンターの運営とコーディネーターの業務。災害ボランティアセンター立ち

上げシミュレーション訓練。図上訓練「DIG」の実施。 

山形県 生協、社会福祉協議会、福祉課が連携し、ボランティア受付訓練を行っている。 

栃木県 

県社会福祉協議会と訓練開催地の市社会福祉協議会とボランティア連絡協議会等により、災

害救援ボランティア活動を展開するうえでの拠点を開設する、「ボランティア活動拠点運営訓

練」を実施している。 

埼玉県 防災フェアへの出展 

千葉県 

八都県市合同防災訓練・千葉会場において、ボランティアセンターの開設・運営訓練を実施

した。協力機関は、浦安市社会福祉協議会、日赤千葉県支部、千葉レスキューサポートバイ

クであった。 

東京都 
東京ボランティア・市民活動センターを窓口にし、東京災害ボランティアネットワークが各

防災訓練などに参加している。 

神奈川県 

①災害救援ボランティア支援センターの開設運営訓練（平成 16 年度）・・・県は、神奈川県

災害救援ボランティア支援センター・サポートチームと連携し、災害救援ボランティア支援

センターを設置し、ボランティアを対象とした場の提供、情報の提供等の支援を実施。 ②

藤沢災害救援ボランティアセンターの開設運営訓練（平成 16 年度）・・・藤沢災害救援ボラ

ンティアネットワークを中心として防災ボランティアセンターを設置し、各ボランティア等

の受け入れ、調整、派遣等を実施。 

新潟県 

平成 16 年７月「7.13 豪雨災害」１０月「新潟県中越大震災」において「新潟災害救護ボラン

ティア本部」を設置した。本部の構成は新潟県社会福祉協議会を主体に日本赤十字社新潟支

部、新潟県共同募金会、ＮＰＯ、県（県民生活課、福祉保健課）で構成。 

富山県 

県総合防災訓練において、ボランティア受入窓口の設置訓練（受入窓口の設置、申し出受付、

申出状況の対策本部への報告、対策本部からの指示を受け、ボランティアに対応を通知）を

実施し、市町村の担当部局や社会福祉協議会及び県社会福祉協議会ボランティアセンターと

連携している。 

石川県 
毎年実施している市町村と共催の県防災総合訓練において、災害ボランティア受付窓口設置

訓練を日本赤十字社県支部及び市町村社会福祉協議会が主体となって適宜、実施している。

福井県 

福井県総合防災訓練において、１５の民間団体で構成する「福井県災害ボランティアセンタ

ー連絡会（事務局：福井県）」によりボランティアセンターの立ち上げ及び運営に関する訓練

を実施している。 

山梨県 
山形県地震防災訓練で、社会福祉協議会が中心となり、災害ボランティアの受け入れ及び派

遣訓練を実施 

長野県 県社会福祉協議会が中心となって、本年度、センターの立ち上げ訓練を行った。 
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岐阜県 
県総合防災訓練（ロールプレーイング式訓練）に県内ＮＰＯ法人が参画。ボランティアセン

ターの開設、ボランティアの受付。検査以外対策本部との連絡調整 

静岡県 

ボランティア、県、市町村、社会福祉協議会等の関係者が参加したボランティア本部の立ち

上げ・運営訓練を、県内９ヶ所で実施（NPO 法人静岡県ボランティア協会に委託）。9 月 1 日

の総合防災訓練や 1 月 17 日の大規模図上訓練において、ボランティア本部の立ち上げや情報

伝達訓練を実施。 

愛知県 愛知県総合防災訓練。広域ボランティア支援本部立ち上げ運営訓練 

三重県 

平成１１年度に三重県が主催し、県・学識者・市民有識者によって構成された「防災ボラン

ティアコーディネーター養成検討委員会」の提言を受けて、平成１３年度から「三重県防災

ボランティアコーディネーター養成協議会」がボランティアコーディネーター養成講座を実

施している。 

滋賀県 
発災時は県庁舎内に災害ボランティアセンターを設置することになっているので、滋賀県総

合防災訓練でセンター開設の訓練も行っている 

京都府 

京都府総合防災訓練においては（福）京都府社会福祉協議会と開催地市町村社会福祉協議会

が主体となって「災害ボランティアセンター設置・運用訓練」及び「物資の仕分け・配給訓

練」を行っており、災害ボランティアの登録・受付や災害者への非常食の配布などの訓練を

実施している。 

島根県 
平成 16 年 2 月の震災シミュレーション訓練時にボランティア担当課が窓口を設置し、訓練を

実施。 

岡山県 

毎年開催している総合防災訓練において、災害ボランティアコーディネーターの育成講座の

一つとして災害ボランティアセンターの設置訓練などを行っている。また、頭上訓練で災害

ボランティアの募集などについて、市町村、市町村社会福祉協議会などと連携し情報伝達訓

練を行っていた。 

広島県 防災訓練に取り入れるよう検討していきたい 

山口県 

山口県レスキューバイクネットワーク→物資の搬送。山口県ボランティアセンター（山口県

社会福祉協議会）→災害ボランティアセンターの設置。防災ネットワーク・うベ→災害パネ

ルの展示・災害図上訓練の紹介。山口県被災建築物等危険度制定協議会（危険判定士）→建

物の危険度判定。 

徳島県 

徳島県総合防災訓練において災害救護ボランティアセンター設置、訓練などを実施。徳島県

社会福祉協議会、各市町村社会福祉協議会と連携し災害救護ボランティアセンター設置、災

害救護ボランティアの受付、マッチングなど一連の活動について訓練を実施する。また、避

難所での非常食糧配布など、支援活動について訓練を実施する。 

香川県 
総合防災訓練の中で、赤十字防災ボランティアによる避難所開設や応急救護所での応急処置

を実施している 

愛媛県 地元市町村、ボランティア団体などにより、ボランティア受け入れ調整訓練を実施。テント
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を設営してボランティア受け入れ窓口を設置すると共に、支援物資の避難所への搬送作業を

行った（Ｈ15 年度。Ｈ16 年度は台風の影響により防災訓練中止）。 

福岡県 
平成 17 年総合防災訓練において、現地ボランティアセンターの設置・運営訓練を連絡会およ

び市町村社会福祉協議会で実施する予定。 

熊本県 関係機関で検討会議を設置し、今後内容について検討する予定。 

大分県 
大分県総合防災訓練において、県社会福祉協議会及び市町村社会福祉協議会による災害ボラ

ンティアセンターの設置、運営訓練を実施（平成 16 年度は台風で中止） 

宮崎県 現在実施していませんが、平成 17 年度以降で組み入れる予定。 

鹿児島県 
訓練種目の一つとして、「県社会福祉協議会ボランティアセンター」が主体となって取り組ん

でいるが、行政との連携訓練は実施していない。 

沖縄県 
今後の防災訓練において開催地の高校生などに災害ボランティアを登録してもらい訓練にも

参加してもらった 

 

 

問４－２ 貴自治体と地元ボランティア団体等との間で、協議会や研究会・講座

などを行うなど、平時からの連携を行われている場合、どのような形態で連携

しているのかをお答えください（自由記載）。 

 

【図３８】 自治体とボランティア団体で連携した協議会・研究会講座の有無 

 

単位：都道府県数

回答あり
41
87%

回答なし
6
13%

n=47 
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以下、自由記載の内容をまとめた。 

 

【表２】 行政とボランティアの平時からの連携状況 

都道府県 連携状況についての自由記述 

青森県 

防災安全地方研修会（財団法人消防科学総合センターとの共催）及び、災害ボランティア

コーディネーター養成研修会（社団法人青森県社会福祉協議会との共催）へ参加していた

だいている。 

宮城県 県、県社会福祉協議会等の３者で覚書を締結。 

秋田県 
秋田県災害ボランティア連絡会議を設置し、活動に係る諸課題や訓練のあり方等について

検討を行っている。 

山形県 連絡会議を開催し、情報交換を行っている。 

福島県 福島県災害ボランティア連絡協議会を開催 

栃木県 

栃木県災害ボランティアに登録している団体、個人を会員として「栃木県災害ボランティ

ア連絡協議会」を設置し、必要に応じて、月に１回程度、協議会を開催することとしてい

る。事務局を県社会福祉協議会、県は事務局を支援する。また、県は県が実施する防災に

関する研修会、講習会に登録したボランティアを招致するなど支援を行っている。 

群馬県 
関係団体と連携して群馬県災害救援ボランティア連絡会議を設置している。県主催の災害

ボランティア普及啓発事業の実施（NPO へ委託する場合もあり）。 

埼玉県 
県、県社会福祉協議会、生協、埼労連、NPO 団体、ボランティアが年 2 回の情報交換を行っ

ている。 

千葉県 
本県では、災害救援ボランティア推進委員会が実施している「災害救援ボランティア講座」

に講師を派遣するなど、その開催を支援しているところである。 

東京都 東京ボランティア・市民活動センターと定期的な会合を開いている 

神奈川県 

神奈川県災害救援ボランティア支援センターの設置訓練を災害救援ボランティア団体と連

携して実施。災害救援ボランティアコーディネーター養成講座を災害救援ボランティア団

体と連携して開催。 

新潟県 
現在、平常時からの連携とネットワーク化を図ることを目的とした「新潟県災害救護ボラ

ンティア活動連絡会議（仮称）」の設置を検討している 

富山県 

県及びボランティア関係機関・団体（県社会福祉協議会、日本赤十字社富山県支部等）か

らなる災害救援ボランティア連絡会を設置し、平常時からの情報交換及び会議の開催など

を行っている。 

石川県 

一般県民を対象とした「災害ボランティア育成講座」を県内３会場で実施している。その

業務を県内のＮＰＯ団体（石川災害ボランティアネットワーク）に委託して開催するなど、

日頃より連携を取っている。 
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福井県 

平成１６年度 ①災害ボランティア活動に関する情報交換等のため年３回「福井県災害ボ

ランティアセンター連絡会」を開催した。②県内２箇所で、災害ボランティア活動に関す

るブロック別研修会を実施した。（内容：講演会及びボランティアセンター立ち上げ及び運

営シミュレーション）③災害ボランティアリーダー養成のための研修会を実施する予定で

ある。（3 月 12 日、13 日） 

山梨県 

県主催ではないが県内の有志によるボランティア団体及び個人が集い情報交換を行う場に

出席（山梨県災害ボランティア連絡会議）災害ボランティア育成講座を日赤山梨支部との

共催、県社会福祉協議会、県ボランティア協会の協力のもと実施。 

長野県 平成 13 年度に長野県災害ボランティア連絡会を発足させた。 

岐阜県 
災害ボランティア育成講座については、企画運営を隣接県に依頼している。 

 

静岡県 

ボランティア団体の意見交換会や研修会等への職員派遣。他県の被災地に県内ボランティ

ア団体が赴く場合における、交通規制等の情報提供及び災害救助従事車両の認定。災害ボ

ランティア関連事業の企画・検討の際の会議。災害ボランティアコーディネーターの養成

（平成 8～14 年度、NPO 法人静岡県ボランティア協会に委託 819 名養成） 

愛知県 

「防災のための愛知県ボランティア連絡会」災害時におけるボランティア活動を円滑に推

進するために平常時からの顔の見える関係づくりとネットワーク化の推進を図る事を目的

として、ボランティア団体等と愛知県は「防災のための愛知県ボランティア連絡会」を設

置している。会議を年 4 回開催。 

三重県 

平成１１年度に三重県が主催し、県・学識者・市民有識者によって構成された「防災ボラ

ンティアコーディネーター養成検討委員会」の提言を受けて、平成１３年度から「三重県

防災ボランティアコーディネーター養成協議会」によりボランティアコーディネーター養

成講座を実施している。 

滋賀県 
県内に災害ボランティアのネットワークを構築するために、県内のボランティア・ＮＰＯ

と県社会福祉協議会、県担当者がフォーラム・会合を開催している。 

京都府 

専門ボランティア：別紙の通り「京都府災害救護専門ボランティア登録制度」「京都府災害

ボランティア運営協議会」運用・設置し、防災講演会の開催、ニュースレターの発行を行

っている。 

奈良県 
県主催で、県及び市町村職員と県内ボランティア・ＮＰＯ等が参加する意見交換会を実施

（Ｈ16 年度は 2 回開催） 

和歌山県 
防災ボランティア・コーディネーター研修を毎年 1 回行っているほか、県防災総合訓練へ

の参加等で連携している。 

鳥取県 
県補助事業により県社会福祉協議会がボランティア団体との協議会やリーダー育成などの

研究会を実施。 

島根県 情報交換の場を設ける予定。 
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岡山県 
災害ボランティアコーディネーターの育成講座へのプレイベントとして地元ボランティア

団体等にも呼びかけセミナーを開催した。 

広島県 組織を整備する方向で検討していきたい。 

山口県 研修、情報交換会を開催。 

徳島県 
災害ボランティア、災害ボランティア活動を理解するための講習会、研究会を実施。実際

にボランティア活動に携わるものによる、災害ボランティア活動報告会を随時実施 

香川県 

平成１６年度は、県事業である「防災・災害復旧支援研究事業部会」の中で関係団体と協

議し、平成 17 年度 1 月 22 日～23 日には「防災ボランティアのつどい」を協働で開催した

ところである。このつどいの中で、関係団体によって「香川県災害ボランティア協議会」

が設立されたことから、今後は、この協議会と連携して、マニュアルの作成など災害ボラ

ンティアに関する支援を行っていく予定。 

愛媛県 

災害に特化したものではないが、県社会福祉協議会においてボランティア個人を対象とし

たボランティアリーダー、ボランティアコーディネーター等の講習を実施している（国と

県の補助事業）。 

福岡県 
福岡県災害ボランティア連絡会を発足し、連絡会で研修会および講演会など講師を招き実

施し、また、交流会なども開催し、日頃からの連携を大切にしている。 

佐賀県 

毎年度、県社会福祉協議会が行政、ボランティア団体、その関係機関で構成される佐賀県

ボランティア運営委員会を開催。平成 16 年度に県社会福祉協議会が災害救護ボランティア

セミナーを開催。 

長崎県 

財団法人県民ボランティア振興基金に災害ボランティアネットワーク研究会を設置。県危

機管理・消防防災課、県社会福祉協議会ボランティア振興課。災害支援ＮＰＯなどをメン

バーとし、基金を活用した災害ボランティア支援などについて検討している。 

熊本県 
大分県総合防災訓練において、県社会福祉協議会及び市町村社会福祉協議会による災害ボ

ランティアセンターの設置、運営訓練を実施（平成 16 年度は台風で中止） 

大分県 

災害ボランティアの募集、登録や災害ボランティアの基礎的研修の企画・実施、災害ボラ

ンティアコーディネーター養成の研修の企画、実施等を行う大分県災害ボランティア運営

委員会（県社会福祉協議会内）に対し、県が補助を行っている。 

宮崎県 平成 17 年度に、防災ボランティア連絡協議会を設立し、連携を図る予定。 

沖縄県 ボランティア団体の活動報告会に参加し意見交換を行っている 

 

 

 

 

 


